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様式第１号 

経 営 戦 略 

                    宮崎県日南市 

              下水道事業会計 

                    （特定環境保全公共下水道事業） 

 

第１ 現在の事業状況 

（令和３年３月３１日） 

処理人口     3,190人 年間総有収水量   276,048㎥ 

水洗化人口     2,317人 １日平均処理水量    886㎥/日 

水洗化率     72.63 % 本支管延長数 37km 

年間総処理水量       324,837㎥ 計画処理能力 1,200㎥/日 

 

１ 現在の事業状況 

   北郷町の人口の半数を占める 157haを下水道全体計画区域とし、平成９

年度より、特定環境保全公共下水道事業に取り組んでいます。 

  また、令和２年度に特定環境保全公共下水道（北郷処理区）157haに農

業集落排水事業で整備された坂元地区 14ha、内之田地区 9.9haを統合し、

事業計画面積を 180.9haに拡大して、現在、処理区域の統合に取り組んで

います。 

なお、事業計画期間は、令和８年度までとしています。 

 

第２ 経営戦略策定時における状況 

 １ 経営戦略策定時の財政状況 

   令和２年度決算における経常収支比率については、103.48％となってお

り、単年度収支は黒字となっています。 

   流動比率につきましては、108.85%であり、前年度（100.98%）に比べ改

善しており令和元年１０月より実施した使用料改定による使用料収入の増

加に起因するものです。 

   経費回収率につきましては、99.39%となっており、基準となる 100％を

下回っている状況です。 

 

第３ 経営の基本方針 

 １ 公共用水域の環境保全 

   健康で快適な生活環境の整備により公共用水域の保全に努めます。 

  



2 

２ 処理区域統合及び施設等の更新及び水洗化普及促進 

   農業集落排水処理区域との統合事業を令和８年までに完了し、加えて処

理施設等の更新工事を実施します。 

水洗化率については、72.63%であり、全国類似団体の平均（84.19%）に

比べ、低い状況にありますが、年々増加しており、今後も継続して水洗化

向上に向けた取り組みを行ってまいります。 

 

第４ 計画期間 

 １ 令和４年度から令和１３年度までの１０年間 

 

 ２ 策定後、計画の進捗状況を把握するため、２年から３年ごとの見直し

（ローリング）を実施し、経営状況の把握と対応に遅れが出ないように努

めます。 

 

第５ 投資・財政計画（別紙） 

 １ 投資について 

   汚水管きょの整備は、農業集落排水処理区域の統合により令和８年度ま

で建設改良費が増大するため、経営状況や日南市の財政状況を勘案しなが

ら、財政負担が過大とならないように健全経営を行ってまいります。 

   また、施設設備等の更新・補修については、優先順位を定め計画的に行

います。 

    

 ２ 財源について 

   一般会計の基準内繰入れについては、引き続き確保していくとともに、

過去の建設改良費に係る公営企業債の償還の推移を注視しながら、公共下

水道事業にあわせて、計画期間中に約 32％の見直しを実施するシミュレー

ションを行っています。 

   また、施設の維持管理費については、基準内繰入金を活用してまいりま

す。 

   なお、建設改良費における基本的な財源は、国庫補助金及び公営企業債

を充てることとしております。 

 

第６ 効率化・健全経営化の取組 

 １ 組織、人材、定員、給与に関する事項 

   市の行政改革大綱に基づき、適正な職員の定員管理を行っており、今後 

とも、適正な定員管理に努めます。  
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 ２ その他経営基盤の強化に関する事項 

   専門的な技術・知識の取得のため、各種研修会へ積極的に参加します。 

   また、自己啓発に努めるとともに、幅広い専門能力を備え、多様な課 

題、ニーズに対応できる人材の育成及び技術継承を適切に行うため、適切 

な人員配置に努めます。 

 

 ３ 資金管理・調達に関する事項 

   整備を計画的に進めるため、毎年公営企業債を借り入れます。公営企業

債残高は、工事の関係で一時的に増加しますが、徐々に減少していく見込

みであります。 

   また、公営企業債の借り入れによる資金調達については、利率の低い政

府系資金を基本としつつ、銀行等引受により資金を調達します。 

 

 ４ 情報公開に関する事項 

   経営戦略については、日南市ＨＰで公開します。 

 

 ５ その他重点事項 

（１）危機管理等の体制整備 

日南市下水道ＢＣＰ（業務継続計画）に基づき、災害時には、状況に

応じ関係機関と協力し、対応します。 

 

（２）ストックマネジメント計画の推進 

施設の改修更新等については、日南市ストックマネジメント計画に基

づき、より効率的な維持管理に努めます。 

 

第７ その他の事項 

 １ 事業の意義、提供するサービス自体の必要性 

   特定環境保全公共下水道事業は、市民が健康で快適な生活を送るために 

将来にわたって持続可能な施設として維持、存続することを使命とする重 

要なライフラインであり、今後も公共用水域の保全に努めます。 

 

 ２ 公営企業として実施する必要性 

公共下水道事業は、下水道法において、運営する主体は、原則市町村とさ 

れていることから公益性、公共性が求められる事業です。 

一方で、受益者が限定されることから、運営面では維持管理費などの経費 

を下水道使用料で賄わなけばならないという独立採算制の原則が適用され 

る事業のため、公営企業会計を適用し運営しています。  



令和 4 年 3 月

令和 4 年度 令和 13 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,500 円 3,101 円

2,750 円 3,125 円

2,750 円 3,224 円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

一部適用

日南市下水道事業経営戦略

平成14年度
（19年）

日南市

特定環境保全公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

17.6　人/ha

1か所

無

処 理 区 数 1処理区(北郷処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

令和２年度に農業集落排水事業との会計統合を実施し、令和８年度までに処理区域の統合を行います。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和元年度 令和元年度

令和２年度 令和２年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料と従量使用料の使用料体系となっています。
公共下水道事業及び漁業集落排水事業と同じ使用料体系となっています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用と同じ使用料体系となっています。

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

浴場汚水については、従量使用料のみの使用料体系となっています。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

活用していません。

活用していません。

 イ　指定管理者制度

処理施設の維持管理業務

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別添のとおり（令和２年度決算により作成）

職 員 数 職員数　１９名（うち２名が特定環境保全公共下水道事業に従事）

建設部下水道課
管理係、施設係、工務係、浄化槽係

活用していません。

活用していません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　日南市の総合戦略プランの将来人口の予測及び日南市特定環境保全公共下水道事業計画より試算し、区域内人口は、毎年約１．４％ずつ減少する見込みで
計画しています。

有収水量の予測

有収水量については、有収水量（令和２年度実績）/水洗化人口（令和２年度実績）で算出した一人当たりの有収水量に水洗化人口を乗ずることで将来の有収水
量を予測しています。
水洗化率向上による水洗化人口の増加を想定していますが、全体人口の減少が大きく、今後の有収水量は、毎年減少傾向で推移するものと予測しております。
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

使用料収入の見通し

　使用料については、使用料（令和２年度実績）/有収水量（令和２年度実績）で算出した使用料単価に有収水量を乗ずることで、将来の使用料を予測しています。
　有収水量の減少予測に伴い、使用料も減少で推移するものと予測しております。なお、見直しに関しては日南市下水道事業等運営審議会において５年毎に検
証していくこととしています。

施設の見通し

○管きょに関しては事業計画に基づき、処理場更新に関しては日南市ストックマネジメント計画に基づき実施します。
○管きょ整備については、令和８年度までは、処理区域統合のための工事を行います。（総額５億３,６００万円程度）
○処理施設等については、供用後１９年を経過し、老朽化する施設設備等が今後増える見込みのため、改築更新が必要となりその経費が増加していくことが予測
されます。

組織の見通し

特にありません

〇今後、人口減少による使用料収入の減少及び施設の更新による建設改良費の増が見込まれ、安定的な財源確保が必要とされることから、下水道接続率の向上
に向けた取り組みを継続して実施します。
〇下水道施設の適正な維持管理を図るため、日南市ストックマネジメント計画を活用し、効率的・効果的な改築・更新計画に取り組みます。
〇農業集落排水処理区域の統合による建設改良費の増が令和8年度まで見込まれるため、国庫補助金及び企業債等を活用し、安定的な財源を確保し、経営健
全化に努めます。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

〇財源の目標に関する事項
　投資活動については、国庫補助金を活用し、不足する分について企業債等にて賄います。
〇使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　令和元年度に使用料改定を行っています。公共下水道事業にあわせて、約３２％の使用料改定を見込んで、収支計画を策定しています。
〇企業債に関する事項
　建設改良費のうち国庫補助金を除いた残りの部分を計画しています。
〇繰入金に関する事項
　繰出基準内にて一般会計より負担いただくことを基本としています。
〇資産の有効活用に関する事項
　予定はありません。

〇民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　予定はありません。
〇職員給与費に関する事項
　今後、現在と同水準で推移するものとして計画しています。
〇動力費に関する事項
　過去５年分の実績の平均値で算出し、今後、同水準で推移するものとして計画しています。
〇修繕費に関する事項
　過去５年分の実績の平均値で算出し、今後、同水準で推移するものとして計画しています。
〇その他に関する事項
　過去５年分の実績の平均値で算出し、今後、同水準で推移するものとして計画しています。

〇投資の目標に関する事項
　下水道施設の適正な維持管理を行います。
〇管きょ、処理場等の建設・更新に関する事項
　管きょに関しては事業計画に基づき整備を行います。また、処理場等の更新に関しては日南市ストックマネジメント計画に基づき整備を行います。
〇広域化・共同化・最適化に関する事項
　農業集落排水処理区域の統合を進めます。
〇投資の平準化に関する事項
　令和８年度までは、農業集落排水処理区域の統合により、総額約５億３,６００万円の事業費で整備を行います。
〇民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　予定はありません。
〇防災・安全対策に関する事項
　予定はありません。
〇その他投資の目標に関する事項
　予定はありません。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

処理場の運転管理業務については、既に民間委託を行っています。
包括的民間委託については、今後検討していきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 現状において考えていません。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

決算状況及び計画の進捗状況を検証しながら、２～３年ごとの見直し（ローリング）を実施します。

職員給与費に関する事項 現状の水準で考えています。

動力費に関する事項 現状の水準で考えています。

修繕費に関する事項 現状の水準で考えています。

委託費に関する事項 現状の水準で考えています。

その他の取組 未接続世帯・事業者に対し、接続促進を継続して行います。

薬品費に関する事項 現状の水準で考えています。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

現状において考えていません。

令和３年度に開催した日南市下水道事業等運営審議会からの答申により、５年ごとの検証を基本としま
す。使用料の見直しに関する事項

現状において考えていません。

現状において考えていません。

現状において考えていません。

県の計画に基づき、検討していきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和2年度決算）
宮崎県　日南市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

536.11 96.77 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 非設置 51,878

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 79.10 6.20 84.98 3,025 3,190 1.81 1,762.43

　老朽化状況について、平成25年度に整備事業を完
了しております。管渠については、事業開始が新し
いため老朽化対策は実施しなければならない状況で
はありません。
　ただし、処理施設については耐用年数を超えるも
のも出てきており、ストックマネジメント計画に基
づき、改築更新を進めていきます。

2. 老朽化の状況

全体総括

　特定環境保全公共下水道については、黒字経営と
なっていますが、今後、農業集落排水事業との一元
化による管渠工事が計画されているため、施設・整
備の合理的な投資及び財務状況の現状把握と分析を
行う必要があります。
　そのため、経営戦略については、今後の支出・収
入及び資産の状況を把握した後、令和３年度に策定
します。
　使用料改定（増額）については、令和元年度に実
施しましたが、今後の人口減少に伴う使用料収入の
減少、将来的な財源不足等を考慮し、また、今以上
の一般会計からの繰入金に依存することも困難な状
況にあるため、近隣及び類似団体の状況も参考とし
ながら、年次的に見直し・検討を実施します。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　「経常収支比率」については、黒字となってお
り、経営の健全性は確保されています。この水準を
維持するよう引き続き費用の削減及び黒字の確保に
努力していきたいと考えています。
　「流動比率」については、前年度と比較し現金預
金の増加により流動資産が増加し、未払金の増加に
より流動負債が増加しましたが、数値は100％を超
えています。今後も健全経営に努め、比率の上昇を
目指します。
　「企業債残高対事業規模比率」については、類似
団体よりも高くなっています。農業集落排水との統
合により、今後は管渠工事など投資が増大する見込
みであり、計画的な事業を推進します。
　「経費回収率」については、農業集落排水との統
合により、下水道使用料が増加したものの、汚水処
理費も増加したため基準となる100％を下回ってい
ます。今後は経費の節減に努めます。
　「汚水処理原価」については、類似団体平均値よ
りも低い数値となっています。引き続き、効率的な
汚水処理に努めます。
　「施設利用率」については、類似団体平均値より
も高い数値となっていますが、経営の効率性におけ
る課題となっています。引き続き、下水道への接続
を図り、施設利用率の向上に向けて取り組みます。
　「水洗化率」については、類似団体平均値を下
回っています。これは、人口減少、高齢化及び地理
的要因等と推測していますので、引き続き水洗化率
の向上に向けて取り組んでいきます。

2. 老朽化の状況について
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.83】 【61.55】 【45.34】 【1,260.21】

【84.75】【42.90】【215.41】【75.29】

【23.60】 【0.01】 【0.30】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 収益的（３条）収支計画

特環下水道事業 （単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 80,512 94,096 99,480 98,076 97,111 96,111 108,404 106,993 106,490 105,945 105,392 104,796 104,176

(1) 37,902 44,502 46,005 45,076 44,111 43,111 55,404 53,993 53,490 52,945 52,392 51,796 51,176

(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 42,610 49,594 53,475 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

２． 67,621 81,319 64,889 62,470 63,238 57,225 54,732 55,361 56,069 56,197 56,201 55,689 55,213

(1) 7,469 7,692 336 500 500 500 0 0 0 0 0 0 0

7,469 7,692 336 500 500 500 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 60,149 73,624 64,549 61,966 62,734 56,721 54,728 55,357 56,065 56,193 56,197 55,685 55,209

(3) 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

(C) 148,133 175,415 164,369 160,546 160,349 153,336 163,136 162,354 162,559 162,142 161,593 160,485 159,389

１． 129,142 155,611 150,713 146,038 146,898 138,117 135,306 136,219 137,109 137,241 137,223 136,221 135,279

(1) 9,391 12,091 8,982 8,982 8,982 8,982 8,982 8,982 8,982 8,982 8,982 8,982 8,982

4,195 4,260 4,311 4,311 4,311 4,311 4,311 4,311 4,311 4,311 4,311 4,311 4,311

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,196 7,831 4,671 4,671 4,671 4,671 4,671 4,671 4,671 4,671 4,671 4,671 4,671

(2) 29,935 33,656 35,015 35,015 35,015 35,015 35,015 35,015 35,015 35,015 35,015 35,015 35,015

4,764 6,264 6,862 6,862 6,862 6,862 6,862 6,862 6,862 6,862 6,862 6,862 6,862

4,201 2,660 4,153 4,153 4,153 4,153 4,153 4,153 4,153 4,153 4,153 4,153 4,153

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20,970 24,732 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000

(3) 89,816 109,864 106,716 102,041 102,901 94,120 91,309 92,222 93,112 93,244 93,226 92,224 91,282

２． 12,397 13,893 12,284 11,940 11,128 10,344 9,519 8,635 7,821 7,046 6,289 5,577 4,973

(1) 11,419 12,284 11,306 10,962 10,150 9,366 8,541 7,657 6,843 6,068 5,311 4,599 3,995

(2) 978 1,609 978 978 978 978 978 978 978 978 978 978 978

(D) 141,539 169,504 162,997 157,978 158,026 148,461 144,825 144,854 144,930 144,287 143,512 141,798 140,252

(E) 6,594 5,911 1,372 2,568 2,323 4,875 18,311 17,500 17,629 17,855 18,081 18,687 19,137

(F) 0 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) △ 4 △ 3 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4

6,590 5,908 1,368 2,564 2,319 4,871 18,307 17,496 17,625 17,851 18,077 18,683 19,133

(I) 11,650 17,558 18,926 21,490 23,809 28,680 46,987 64,483 82,108 99,959 118,036 136,719 155,852

(J) 68,709 65,424 65,107 64,225 64,188 61,895 61,080 61,223 61,718 61,920 62,067 61,993 61,993

4,223 4,963 4,939 4,872 4,869 4,695 4,634 4,645 4,682 4,698 4,709 4,703 4,703

(K) 68,046 76,818 74,067 71,504 68,593 64,932 60,794 58,734 58,283 53,972 50,000 48,904 48,904

62,178 67,006 64,407 62,125 59,261 56,129 52,179 50,112 49,639 45,359 41,425 40,425 40,425

5,868 9,812 9,660 9,379 9,332 8,803 8,615 8,622 8,644 8,613 8,575 8,479 8,479

( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 80,512 94,096 99,480 98,076 97,111 96,111 108,404 106,993 106,490 105,945 105,392 104,796 104,176

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(N)

(O)

(P)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

R13

見込値

△ 149.6

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

そ の 他

収 入 計

退 職 手 当

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

経 常 損 益 (C)-(D)

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

そ の 他

経 費

動 力 費

(F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

特 別 損 失

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（N）/（P）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額

×100 ）

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率
(（L）/（M）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （

う ち 未 払 金

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

特 別 損 益

う ち 未 収 金

流 動 負 債

R1

決算

R2

決算

△ 14.5 △ 18.7

R3

見込値

R4

見込値

R5

見込値

R6

見込値

R7

見込値

R8

見込値

R9

見込値

R10

見込値

R11

見込値

R12

見込値

△ 19.0 △ 21.9 △ 24.5 △ 29.8 △ 43.3 △ 60.3 △ 77.1 △ 94.3 △ 112.0 △ 130.5



様式第2号(法適用企業・資本的収支） 資本的（４条）収支計画

特環下水道事業 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 7,800 3,300 21,000 78,000 49,000 43,000 43,000 27,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 45,471 45,722 37,140 45,000 45,000 45,000 45,000 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 3,344 18,500 78,500 48,500 42,500 42,500 25,500 2,500 2,000 2,000 2,000 2,000

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0

(A) 53,271 52,366 76,640 201,500 142,500 130,500 130,500 82,500 27,500 27,000 27,000 27,000 27,000

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 53,271 52,366 76,640 201,500 142,500 130,500 130,500 82,500 27,500 27,000 27,000 27,000 27,000

１． 15,829 14,786 49,000 169,000 109,000 97,000 97,000 63,000 17,000 16,000 16,000 16,000 16,000

8,044 8,013 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

２． 65,466 72,271 68,310 65,968 63,824 61,084 57,863 53,791 51,594 50,990 46,574 42,566 38,999

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 81,295 87,057 117,310 234,968 172,824 158,084 154,863 116,791 68,594 66,990 62,574 58,566 54,999

(E) 28,024 34,691 40,670 33,468 30,324 27,584 24,363 34,291 41,094 39,990 35,574 31,566 27,999

１． 29,667 43,584 42,167 40,075 40,167 37,399 36,581 36,865 37,047 37,051 37,029 36,539 36,073

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 8,887 10,530 20,075 21,282 27,577 37,107 46,606 58,507 60,731 56,298 52,440 53,041 60,152

(F) 38,554 54,114 62,242 61,357 67,744 74,506 83,187 95,372 97,778 93,349 89,469 89,580 96,225

△ 10,530 △ 19,423 △ 21,572 △ 27,889 △ 37,420 △ 46,922 △ 58,824 △ 61,081 △ 56,684 △ 53,359 △ 53,895 △ 58,014 △ 68,226

(G)

(H) 650,963 662,165 623,544 637,264 622,127 603,727 588,547 561,406 514,426 468,017 426,089 386,161 349,802

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

62,607 57,286 53,811 53,500 53,500 53,500 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

53,825 49,594 53,475 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000

8,782 7,692 336 500 500 500 0 0 0 0 0 0 0

45,471 45,722 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

45,471 45,722 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

108,078 103,008 98,811 98,500 98,500 98,500 98,000 83,000 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000

工 事 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 へ の 支 出 金

他 会 計 借 入 金

国 庫 補 助 金 ・ 県 交 付 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

補てん財源不足額（△＝残額） (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R1

決算

R8

見込値

R9

見込値

R10

見込値

R11

見込値

R2

決算

R3

見込値

R4

見込値

R5

見込値

R6

見込値

R13

見込値

R12

見込値

R12

見込値

R1

決算

R2

決算

R3

見込値

R4

見込値

R5

見込値

R6

見込値

R7

見込値

R8

見込値

R9

見込値

R10

見込値

R11

見込値

R12

見込値

R7

見込値


